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スリナム月間情勢報告 

（２０２４年１０月） 

 

在トリニダード・トバゴ日本国大使館 

 

１０月のスリナムの内政、経済、外交月間報告は以下の通り。 

 

１ 概況 

●サントキ大統領は、次期総選挙は２０２５年５月２５日（日）に実施予定であ

ると発表。  

●仏トタルエナジーズ社は、５８鉱区のグランモルグ (GranMorgu)開発に対す

る最終投資判断を発表。 

●サントキ大統領は、２０２４年の経済成長率は約３％を記録する見込みであ

ると発表。 

 

２ 内政 

●（２日報道）サントキ大統領は、国会における年次演説にて、次期総選挙は２

０２５年５月２５日（日）に実施予定であると発表。  

●（３日報道）政府は、１２年ぶりに国勢調査を実施すると発表。 

●（１９日報道）ソモハルジョ内務相は、ブランズヴァイク副大統領との関係悪

化を理由に辞職。 

 

３ 経済 

●（１日、２日、４日、６日報道）仏トタルエナジーズ社は、５８鉱区における

グランモルグ (GranMorgu)開発に対する最終投資判断を発表。 

●（２日報道）サントキ大統領は年次演説において、２０２４年の経済成長率は

約３％を記録する見込みであると発表。 

●（２日報道）世界銀行は、経済強化や包括的な成長の促進、ガバナンスの改善

等に重点を置き、スリナムの長期的な発展を支援するべく、同国と新たに４年間

のパートナーシップを承認。 

●（７日報道）米州開発銀行（ＩＤＢ）からの６００万米ドルの融資により、ニ

ッケリー地区で新たな米加工施設の建設が開始。 

●（１６日報道）５８鉱区の開発開始に伴い、スリナムの公的債務は２．５７６

億米ドルに増加する見込みであることを受け、現在政府は「２０１７年スリナム

貯蓄安定化基金法」の改定を検討している。鉱業収入の保護を目的に設立された

同基金には、現在資金引き出しのために厳しい制限が設けられているが、政府は
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今後同基金法を改定することで、資金の出金を簡易化する方針。 

●（１７日、１９日報道）薬物犯罪に対処するべく、スリナムと米国は、「国際

薬物取締」及び「空中傍受」における協力に関する協定に調印。米国はスリナム

に３０万米ドルを供与し、右関連の事業や活動を支援する予定。 

 

４ 外交 

●（１２日、１６日報道）イランがイスラエルを攻撃したことを受け、米国はイ

ランの石油部門に対する新たな制裁を発表し、イランの石油部門と取引を行う

スリナムの企業３社（Strong Roots Provider 社、Glazing Future Management

社及び Engen Management 社）に対しても制裁を課した。 

●（２１日、２３日報道、２２日、２４日政府発表）サントキ大統領はアルバと

キュラソーを公式訪問し、スリナムは両国と貿易や投資、農業、医療、観光、教

育、エネルギー、安全保障、移民等の分野における協力関係強化に関する覚書を

締結。 

●（２３日政府発表）ラムディン外相はブラジルを公式訪問し、ヴィエイラ・ブ

ラジル外相と二国間会談を実施。両者は、両国間の貿易の促進と拡大、防衛・安

全保障関連の事業、国境を超えた犯罪、気候変動、エネルギー、保健、農業、移

民等に関して協議。また、ブラジルは今後石油・ガス分野における二国間協力拡

大への関心を表明。 


